
安心して働ける職場であり続けるために 
これまで、安全活動については国内事業所および主要製造グループ会社を中心に行ってきました。 

しかし、事業のグローバル展開にともない、海外にも多くの製造会社が増えた結果、 

安全活動についてもグローバル化が求められています。 

そのための第一歩はまず情報の共有化から、ということで2003年度には海外グループ会社まで範囲を広げ、 

「第1回環境安全グローバル会議」を開催しました。 

関係者間のコミュニケーションを高めグローバルに安全活動を進めていきます。 

　2003年4月、当社グループは、コンプライアンス（法

令倫理遵守）の具体的な判断基準として「法令倫理遵

守ガイドライン」を制定しました。 

　当ガイドラインに基づき、当社グ

ループ従業員が法令倫理の範囲

に留まらず、広くCSR（Corporate 

Social Responsibility）の観点

から「オープン・フェア・ベスト」に

則った行動を示すことで、ステー

クホルダーからの信頼と期待にお

応えするよう努めています。 

 

 

 

 

　当社グループでは、「法令倫理遵守ガイドライン」の

有効性を高め、自浄作用を促進するために、企業倫理

ヘルプライン「BEHL（ベル；Business　Ethics　

Help　Line）」を設置しています。従業員の通報・相談相

手となる「BEHL」窓口には監査役・

社外監査役、顧問弁護士、本社総

務担当部長があたります。このヘ

ルプラインは、相談内容の機密保持、

相談者への不利益な取り扱い禁

止を第一方針に運営されています。 

　経営理念、行動基準、「オープン・

フェア・ベスト」に基づき、法令・倫

理や公益に反することについて、

どんなことでも相談できる仕組

みづくりに努めています。 

 

 

 

　当社グループでは、コンプライアンス研修とリスクマ

ネジメント研修を連動させて、階層別・職能別研修を実

施しています。適宜、社内報でもコンプライアンスやリ

スクマネジメントについてのテーマを取り上げるほか、

「法令倫理遵守ガイドライン」をホームページや社内イ

ントラネット上に公開して、従業員の目に触れやすいよ

う工夫しています。 

　また、トップ自らが企業の社会的責任について語り続

けることで、コンプライアンスの定着を図っています。 

 

 

 

  

　当社グループでは、お客様、従業員、地域社会、株主・

投資家などのステークホルダーの皆様に対して、経営

方針や経営目標、財務データなどの会社情報を、適時、

適切に公開しています。そのために、ホームページの

活用をはじめ、記者会見、アナリスト向け・投資家向け

説明会の開催など、さまざまなメディア・ツールを活用

しています。 

　2003年度はＪＩＲＡ（日本ＩＲ協議会）より、「ＩＲ優良

企業賞」を受賞しました。 

 

 

　当社グループでは、コンプライアンスの実効性を高

めるため、個別に反社会的取引防止や安全保障輸出管

理の社内規程を設け、監査を実施しています。 

　また、公正な取引の実施に努め、独占禁止法、下請代

金支払遅延等防止法などについては、特別に注意喚起

を行っています。 

コンプライアンス推進体制を構築 

企業倫理ヘルプライン 
（Business Ethics Help Line）を設置 

情報公開 

コンプライアンス研修 

公正な取引の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「安全をすべてに優先しよう」 

　当社では企業理念のなかの行動基準において「安全

をすべてに優先しよう」と定め、「重大災害の撲滅」を

合言葉にさまざまな取り組みを行っています。その基

本となるのが、会社規程集の「安全衛生基本規則」です。 

　事業所長および環境安全部署は関係法令に定めると

ころに則って、職場の安全衛生を管理し、従業員が安心

して働ける安全で快適な環境を提供できるよう活動し

ています。 

 

 

 

国内外のグループ会社まで対象を広げ、 

安全管理を推進しています 

　当社では、労働災害・発火事故をリスクの大きな項目

として重点管理しています。従来の災害統計では、当

社単体と主要な国内製造グループ会社だけを対象とし

ていましたが、グローバル化が進むなかで、2003年

11月の環境安全グローバル会議以降は、事故・災害の

報告義務範囲をその他の国内グループ会社、海外グルー

プ会社にまで広げて管理することにしました。これによ

り、国内外の事故の傾向などが把握できるようになり、

より有効な安全対策がとれるようになってきています。 

　さらに2004年度からは、海外への安全支援を本格

化し、現地安全スタッフと協力して安全管理を推進して

いきます。 

　また、情報共有化については2003年11月より社内

イントラネット「環境安全のページ」（日本語版・英語版）

を開設。国内事業所だけでなく、国内グループ会社、海

外グループ会社も含めた環境安全情報の共有化を図っ

ています。労働災害等が発

生した場合はこの社内イン

トラネットを通じて災害速報

を発信し、事故の再発防止

に役立てます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

OHSASおよびOHSMSの認証取得を進めています 

　当社では国内の全6製造事業所において、国際的な

労働安全衛生マネジメントシステムの規格である

OHSAS18001またはＯＨＳＭＳの認証を取得しています。 

　その他に、国内グループ2社、海外グループ2社も認

証を取得しており、今後も取得拡大に向けて各事業所

では自主的な労働安全衛生活動を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　事故・災害が発生した場合、グループ規程集にしたが

い、速やかに事故を報告することを義務づけています。

規則では、当社と国内グループ会社、海外グループ会社

別に報告ルートが定められており、重大事故については

速やかに社長に報告される仕組みとなっています。 

 

 

  

安全衛生基本規則 

労働災害・発火事故の把握・情報共有化 

労働安全衛生マネジメントシステム 
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コンプライアンス方針 

法令倫理遵守ガイドライン 
　　　　　　（P.30参照） 

企業倫理ヘルプライン 
パンフレット 

 

日東電工ホームページ 

事業報告書 アニュアルレポート 

社内イントラネット  
「環境安全のページ」 

●OHSASおよびOHSMS取得状況 

日東電工単体 

グループ会社 

事業所・会社名 登録年月 

亀山事業所 

尾道事業所 

豊橋事業所 

関東事業所 

滋賀事業所 

東北事業所 

 

日東エレクトロニクス九州（株） 

日東電工エレクトロニクスマレーシア 

日東電工マテリアルズマレーシア 

日東ライフテック（株）本社事業所 

2001年 

2001年 

2002年 

2003年 

2003年 

2003年 

 

2000年 

2004年 

2004年 

2004年 

10月 

12月 

3月 

2月 

2月 

4月 

 

8月 

2月 

2月 

3月 

JACO規格：BS8800準拠 

JACO規格：BS8800準拠 

JACO規格：BS8800準拠

OHSAS18001：1999 

OHSAS18001：1999 

OHSAS18001：1999 

 

JACO規格：BS8800準拠

OHSAS18001：1999 

OHSAS18001：1999 

OHSAS18001：1999 

適用規格 

環境・労災・発火・交通事故発生時の対応 

●報告ルート図（海外グループ会社の場合） 

発生会社 当該グループ会社執行責任者 

グローバル経営担当部署 全社総合安全担当部署／執行役員 

全社総務担当部署／執行役員 

（リスクマネジメント担当部署／執行役員） 

社　長 

日東電工（株）内 
＜拠点内報告＞ 

＜本社・社長報告＞ 
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安心して働ける職場であり続けるために 人と社会に対してフェアであり続けるために 

労働災害対策 採用方針 教育体系 

障害者雇用 

差別撤廃への方針と教育 

樹人館の設立 

●障害者雇用率推移 

各事業所では自衛消防隊を 
設置しています 

安全小冊子「地震に備えて」ほか 

グループ環境安全委員会などで 
情報共有化を図っています 

研修施設「樹人館」 

設備改善と教育の両面から、事故防止対策を実施しています 

　当社における労働災害を分析すると、設備の回転体

への巻き込まれ、刃物による切り傷が全体の2／3を占

めています。この対策のためすべての設備面において、

刃物が剥き出しの部分などに安全カバー等を取りつけ、

カバーを開けると機械が自動で停止する機能を備える

よう改善しています。回転体については、緊急停止用ス

イッチなどを採用しています。 

　一方、作業者に対しては、経験年数の浅い人たちが

被災するケースが多いため、「異常時は機械を止める」

ことを習慣づけるとともに、安全教育を中心とした予

防対策をさらに強化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震対策 

 

地震発生に備え、教育・訓練を重ねています 

　製造現場や家庭での地震対策、地震が起きたときに

とるべき行動について記した安全小冊子「地震に備え

て」を国内のグループ会社を含めた全従業員に配付

しています。 

　また、事業所ごとに地震対策マニュアルを整備し、

地震発生時の危険物の取り扱いについても現場で周

知徹底し、必要に応じてマニュアルの見直しも行って

います。避難訓練等も定期的に実施しています。 

火気対策 

火災のリスクを認識し、 

グループあげて防火に取り組んでいます 

　当社グループでは有機溶剤を多く使用していること

から、火気には特に厳重な注意を払っています。火災は

いったん発生すると、労働災害に発展するおそれがあ

るため、リスクと認識し予防と対策に取り組んでいます。

2003年度当社の発火事故件数は7件、国内外グルー

プ会社を含めると20件でした。発火の原因の過半数

は静電気によるもので、当社グループでは静電気防火

部会を設置し、静電気による火災の防火技術開発や初

期消火技術を検討しています。 

　発火事故が発生した場合は、各拠点の静電気防火部

会メンバーを中心とする専門チームの調査が開始され

ます。調査では再現実験などで原因究明を行います。

それをもとに、発火事故が発生した設備には、適切な対

策を講じるのはもちろん、当社グループで情報共有し、

類似設備へも対策をしています。 

人物本位の選考で、自立型人材を積極採用しています

　当社は、「革新・創造・自立」を目指すことのできる自

立型人材に入社していただきたいと考えます。「自立

した社員」が個々の人生を豊かにし、ひいては会社の

発展につながると当社は考えているからです。 

　そのために、採用選考では人物重視とし、応募された

方の「自分の何を活かして日東電工で何をやりたいか」

と当社が求める「自立型人材」のマッチングを図る場と

して、面接に重きをおいています。 

 

 

 

障害者雇用特例子会社を設立 

　障害者や高齢者が仕事を通じて生きがいを実感でき

る場を提供するため、2000年5月に障害者雇用特例子

会社、日東電工ひまわり（株）を設立しました（P.37参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ会社において、人権啓発活動を進めています 

　当社グループでは社会の一員として信頼される存在

であり続けるために、基本方針に基づき、従業員に対す

る人権啓発活動を推進しています。グループ会社に人

権啓発推進委員会、人権啓発推進事務局会議を設置し、

年間計画策定のうえで研修等の人権啓発推進策を実施。 

　また、グループの全役員、従業員は「法令倫理遵守

ガイドライン」に掲げる行動ルールに照らして、自らの

日常行動を点検するとともに、職場等において相互啓

発を実践しています。 

 

 

 

 

従業員一人ひとりのキャリア形成を支援しています 

　当社の教育体系は、「キャリアサポート研修」、「職種

別研修」、「ライフステージセミナー」の3種類に大別さ

れます。 

　「キャリアサポート研修」では、研究・開発、製造、営業

等の職種を超えて、それぞれの階層（実力等級）ごとに

求められる能力の向上を目指します。 

　「職種別研修」とは、研究・開発、製造、営業等の職種

別に実施するもので、それぞれの分野における専門性

の向上を目指します。 

　「ライフステージセミナー」は、前2者とは趣旨を異に

し、人生の節目においてそれまでの自分自身を振り返り、

適性を探索し、今後のキャリア設計や自立を支援して

いこうというものです。 

　当社ではこれら3種類の教育プログラムを中心に、従

業員一人ひとりが生きがいを実感できるキャリア形成を

支援しています。 

 

 

 

研修施設「樹人館」が竣工しました 

　本社6号棟が改修され、研修施設「樹人館（じゅにん

かん）」として2004年1月に竣工しました。樹人館は、

階段教室などを備えた教育施設であり、新入社員教育を

はじめとする各種教育研修に使用されています。 

　館名は現会長山本の命名によるもので、人材育成の

重要性を説いた中国古典（管子）「一年之計、莫如樹穀、

十年之計、莫如樹木、終身之計、莫如樹人（一年の計を立

てるなら穀物を植えるが良い。十年の計を立てるなら木

を植えるが良い。終身の計を立てるなら人物を育てる

のが最も良い）」に由来し

ています。この館名に込め

られた思いは当社の人材

育成の基本的な考え方と

もいえるでしょう。 

1999 2000 2003

(%)

1.90

1.49

2001 2002

2.06 2.13 2.29

1.95

2.19

1.83

全国平均 日東電工単体 

1.49 1.47 1.48

日東電工グループ全体 

1.49
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●労働災害発生頻度（100万時間あたりの発生件数） 

1999 2000 2003

（件/100万時間） 

（年度） 

（年度） 

0.51

2001 2002

0.00

0.26
0.42

0.00

日東電工単体度数率 

0.97 0.98 0.98

製造業平均度数率 

1.02 1.02

0.0

0.3

0.6

0.9
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